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自由な帝国の臨界

世紀転換期の 「南洋」をめ ぐる言説と実践を焦点に

石 原 俊

1課 題 と視点

1-1本 稿の課題

「南洋」の系譜学一

父島 ・母島などか らなる小笠原諸島は、現在は 「日本国」の主権下にあって、東京都心

か ら南へ約1000kmに 位置 している。19世 紀前 中期の太平洋では、照 明用燃料 などに使わ

れる鯨油の需要 を背景 に捕鯨業 が最盛期 を迎 えていたが、 この時期、「アメ リカ合衆国」

の船乗 りことに捕鯨船員たちは、北西太平洋の海域す なわち 「北西隅に[現在の旧 本列島、

南東隅に小笠原諸島を有す る巨大な三角海域」を、「ジャパ ン ・グラウン ドJapanGround」

と呼んでいた(Hohman【1928】1972:149)(森 田1994:84!112)。 周知の ように当時、「ジャ

パ ン ・グラウ ンド」の北西側に位置す る本州 ・四国 ・九州から奄美 ・沖縄 諸島にかけての

「日本列島」 は、幕藩体制 と琉球王国による 「鎖国」 とい う名の法一 実際には、前者 は

徳川幕府 による、後者は薩摩藩の間接統 治による、管理交易体制一 の下にあ り、 これ ら

の島々への捕鯨船 の寄港 は困難だった。「ジ ャパ ン ・グラウ ン ド」 の南東端 に位置す る小

笠原諸島は、記録 に残 っている限 り、短期間の寄留者 を除いて19世 紀初頭 まで無人島であ

ったが、上のような状況下で1830年 、ホノルルの 「イギ リス帝国」領事の援助 を受 けつつ、

捕鯨船 の寄港地 としての経済的需要を当て込んでオアフ島か ら父島に航行 した、約25人 の

男女が、初めて長期の入植に成功する。かれ らは、野菜 ・果物 ・穀物 ・芋類の栽培、家畜

家禽類 の放 し飼い、 ウミガメ漁 などによって食料 を得 る一方、これ らを寄港する船舶 とく

に捕鯨船に売って生計 を立てていた(Ruschenberger[1838]1970:307-310)。 その後 も小笠

原諸島には、欧米諸地域や太平洋諸島な どか ら、入植者、寄港す る船か らの脱走者、漂流

者、略奪者など出身地 も経歴 も生業 も雑多 な人びとが上陸または移住 して きて、島々を拠

点とす る自律的な社会的 ・経済的交通を展開 していた(石 原2002a:208-219)。19世 紀半ば
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の この島々は、「ジャパ ン ・グラウンド」 を往来す る移動民の生活世界の一大結節点

やや踏み込んで言えば中心地一 となっていたのである。

ただ し、ここで留意 してお きたいのは、「ジャパ ン ・グラウ ンド」の"Japan,1は 、「日本

帝国」やその後継国家た る 「日本国」 の国境 を前提 とした、「日本海」「日本列島」 などの

主権的な表象 と、出自を異に してい る点である(森 田1994:84)。 当時の'1Japan"は 、太平

洋 を移動 していた人び とが、船舶 と島々につ らなる生活世界の中で遂行的に使 っていた言

葉であった。 もちろん、捕鯨業 の労働過程は、「アメリカ合衆国」 を 「中心」 とす る経済

活動の前線に位置 していたという意味で、けっ して主権 的な力 とは無縁でなかった。だが、

「ジャパ ン ・グラウン ド」 において、かれら船乗 りたちが主権 的な法の導入や定着 を試み

た ことは、ほ とんどなかったのである。なかで も小笠原諸島は、1830年 に入植が開始 され

てか ら、1875年 に 「日本帝国」による本格的な占領が始 まるまでの大部分の期間、主権的

な力がいまだ既成事実化 していない領域 であった。

だが小笠原諸島は、「イギリス帝国」、「アメリカ合衆国」、徳川幕府等による領有競争 を

経た後、主権 的国家 としての 「日本帝国」 が形成 されてい く過程で、 「北海道 開拓」や

「琉球処分」な どと並行 して、1875年 、「小笠原島回収」の名の下に占領 され始める。そ し

て、それ までに世界各地か ら移住 していた 「外国人」 は、「日本帝国」の出先機関の説諭

と命令に よって、1882年 までに全員が 「日本帝国」臣民 に編入 され、「帰化人」 と呼 ばれ

る ようになっていった。他方で1877年 以降、明治政府の法的バ ックア ップの下で、その時

点までに 「日本帝国」の主権下にあった 「内国」の島々か ら小笠原諸 島へ の殖民が開始 さ

れた{P。

現在の 「日本国」内 に住 む者の大多数は、「日本帝国」による小笠原諸島の占領の過程

や、 占領の対象 となった人び とについて、ほとんど知 らないと言 っていい。 しか し、小笠

原諸島の占領が進展 してい く19世紀末か ら20世 紀初頭 にかけて、この島々をめ ぐる生活世

界 は、「日本帝国」 の知識 人 ・政治家 ・実業家 ・探検家 らの耳 目を集めていた。当時の小

笠原諸島は、「南洋」 における交易や殖民 を推 し進め ようとす る言説 と実践 によって、そ

の拠点 としてクローズア ップされたのであった。

この ような 「南洋」開発論 というべ き言説は、矢野 暢が広範に論 じている南進論の一部

【P1870年 代の 「日本帝国」による占領の過程で
、移動民たちが展開してきた生活世界の状況に対応

しながら、小笠原諸島の 「外国人」「帰化人」 を標的とする主権的な法がどのように導入され、その結果こ

の島々にどのような社会秩序が定着せられ、現在に至るまでいかなる問題が遺されたのかについては、石

原(2002a)で 詳 しく考察した。参照されたい。
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としても位置づけ られ る。矢野は南進論 を、 「近代 日本」が 「『南』へ向かって出る論理」

[傍点原文ママ]、 またはその 「論理を汲み上げ、理論化 し、そ して正当化 してみせ る 『発

言』群」の総称、 と定義 している(矢 野1979:8-9)。 とくに本稿が焦点をあてるのは、矢

野が7人 の 「明治期 『南進論」者」 と呼ぶ、志賀重昂、服部 徹、菅沼貞風、鈴木経動、田

口卯吉、稲垣満次郎、竹越與三郎の議論の うち、19世 紀末に隆盛 した言説群 と、その直接

的 ・間接的な影響の下に、世紀転換期に 「ジャパ ン ・グラウンド」 をめ ぐって展開 した諸

実践である(矢 野1979:16150-52)。

世紀転換期の 「日本帝国」か ら見た 「南洋」の範囲は、小笠原諸島を中心 として、北隅

には伊豆諸島、西端 には大東諸島一 この島々は、北緯27度 線上 にほぼ東西 に並ぶ父島 と

沖縄 島の間に位置 している を有す る領域 であ り、小笠原諸 島を中心 のひとつ とす る

「ジャパ ン ・グラウン ド」の三角海域 と、かな りの部分が重 なり合っている。

だが、矢野だけで なく、玉置半右衛門(後 述)の 諸実践 を軸に19世 紀末の 「日本人」の

「南洋進出」の展開について論 じた望月雅彦(1992)も 、小笠原諸島をめ ぐる生活世界が

「日本帝国」の南進論 の中で どの ような位置にあったのか については、ほとんど扱ってい

ない。

これに対 して本稿 は、小笠原諸島を中心 とする 「ジャパ ン ・グラウンド」が 「南洋」 と

して把握 されてい く過程で展 開 した言説 と実践 こそ、「日本帝 国」がその形成 と拡大の局

面で孕んでいた特異 かつ普遍的な傾向性 を浮 き彫 りにす る、ひとつの焦点だと考えるもの

である。

ただし、留意 しておきたいのは、小笠原諸島を拠点 とする開発論 は、19世 紀末になって

突然現れた わけで はない、 とい う点である。 後に述べ る ように、 「日本帝 国」 にお ける

「南洋」開発論においては、「自由貿易」論が重要な軸になるが、すでに19世 紀中期 という

早い時期か ら、小笠原諸島は、「自由貿易」 を旗印 とする欧米諸帝国の言説 と実践 によっ

て、焦点 となって きたか らである。つ ま り、小笠原諸島を中心の ひとつ とす る 「ジャパ

ン ・グラウン ド」が、 「日本帝国」の 「南洋」 として把握 される前か ら、この海域 は 「自

由貿易」論 によってクローズアップされていたのであ る。

そ こで本稿 は第一に、「自由貿易」 と帝国(主 義)に 関する従来の社会科学的な方法論

に対 して、若干の批判的注釈 を試み、全体にわたる視点を確保する。第二に、小笠原諸 島

をめ ぐって複数の帝国が展 開 した 「自由貿易」論 と、それに基づ く交易や殖民 といった諸

実践 に、「日本帝 国」における 「南洋」 開発論の系譜 をみ る。ここではマシュー ・ペ リー

提督やジ ョン万次郎をめ ぐる言説や実践が焦点 となる。第三に、「日本帝国」 の 「自由貿
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易」論の中で、小笠原諸島 と りわけ 「帰化人」 をめ ぐる生活世界が、 どの ように 「南洋」

の拠点 ・モデルとして把握 されていったのかを、田口卯吉、服部 徹、玉置半右衛門 らをめ

ぐる言説 と実践 を焦点に分析す る。第四に、こうした 「南洋」 開発論の影響下で、「帰化

人」をめ ぐる自律的な生活世界が、どの ように介入の対象 となっていったのかをみてい く。

第五 に、こうした介入 に移住民たちの生活世界がいかに対応 していったのかを、筆者が入

手 した一次資料 に基づいて検討す る。 これ らの作業を経て本稿は、小笠原諸島をめ ぐる生

活世界が、「日本帝国」 における 「自由貿易」路線の理想的な実験場 として定位 されなが
ヘ ヘ へ

ら、同時 に、その路線 自体が必然的に孕んでいた傾 向性ゆえに、「日本帝国」の臨界領域

として立ち現れて しまうことを、浮 き彫 りにす るだろう。

1-2本 稿の視点

一 く自由貿易の帝国主義〉と国民帝国をめぐって

「自由貿易」路線 とこれに基づ く交易や殖民が、生活世界 とどの ような関係 を取 り結び

なが ら展 開するのかを分析する際、本稿 はまず、 ジョン ・ギ ャラハーとロナル ド・ロビン

ソンの造語であるく 自由貿易の帝国主義>theimperialismoffreetradeと いう視点 を援用

する。

ギャラハー ニロビンソンは、ジ ョン ・ホブス ンやウラディ ミール ・レーニンの帝国主義

観へ の根本的批判か ら出発 している。第一に、1880年 代 を 「自由貿易」か ら 「帝国主義」

への転換点 とみなす、かれ らの段階論的帝 国主義観に抗 して、帝国の膨張の論理 には連続

性があることを捉えねばならない とす る。第二に、膨張の要因を欧州=「 中心」における

過剰資本の輸出という経済的事情に求める、かれ らの帝国主義観 を乗 り越 えるため、帝国

的膨張の政治的 ・社会的側面を理論化 しなければな らないとする。第三に、法文上の併合

地 ・植民地(=「 公式帝国」)の 拡大のみを帝国主義 とみなす、かれらの不十分な観点 を

乗 り越 え、「非公式帝 国」 と 「公式帝 国」の両路線 が併用 される総体的 な過程 として、帝

国主義 を捉 え直 さなければならないとする。そ してギャラハー=ロ ビンソンは、「新 しい
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

領域 を膨 張 しつつある経済 に統合 してい く過程で」、膨張 に組み込まれる領域の政治的 ・
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

社会的状 況や 「世界全般の情勢」 に対応 しなが ら作用す る、「政治的機能」 として、帝国

主義 とい う概念 を(再)定 義 し、帝国主義の性格 は、「政治的要素 と経済的要素 の多様 か

つ変化す る相関関係 によって決定 される」 と(再)定 位する。そ して、 この ような帝国主

義の あ り方 が 、 〈 自由貿 易 の帝 国 主 義 〉 とい う概 念 に よっ て表現 され るので あ る

(Gallagher & Robinson [195311964:98-105= 1983 :130-143)0
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本稿 の文脈 におけるく 自由貿易の帝 国主義 〉概念の有効性については、高橋 章による

「アメ リカ帝 国史」研究の文脈か らの整理が、最 も参考 になる。 この分析概念が拓 く可能

性 は、高橋の議論 によれば、次の ように まとめられ る。
ヘ ヘ ヘ へ

第一に、帝 国主義 を機能概 念として定義 し、 自由貿易 と帝国主義が両立することを論証

することにより、帝国主義=独 占資本主義 とい うパ ラダイムにつ きまとう段階論を脱却 し

て、帝国主義 を歴史的に究明す る道を開いたこと。第二に、「帝国主義 二公式帝国の拡張」

という通念を打破 し、経済的膨張 と非公式支配の拡張を含む帝国的拡大 に光 を当てたこと。

第三に、帝国主義の発動 を、膨張する資本主義経済に新 しく巻 き込 まれ る領域、つ ま り

「低開発地域」の側 の状態か ら説明 してお り、 ヨー ロッパ 中心主義的帝国主義論 を克服す

る一つの方向を示唆 した こと(高 橋1999:289)。

この三点 目に関 しては、「イギ リス帝国史」研究の文脈か ら、平田雅博が同様の議論 を

展開 している。 また本稿が、theimperialismoffピeetradeの 訳語 に、この国で比較的定着
へ

している 「自由貿易帝国主義」ではな くく 自由貿易の帝国主義 〉を用いるのは、平 田が明

晰 に論 じるように、「自由貿易」か ら 「帝国主義」へ、 とい う安易 な しか し強固に受容 さ

れて きた段階論のス トー リーに捕 われず、 この 「一見矛盾 し対立する」両者が並存 し相補

的に作動する点を、巧み に表現できるか らである(平 田2000:4-5118!20)。

高橋の言葉 を借 りれば、いわゆる 「従属論」 にも先立 って 「帝国主義の発動 を」「低 開

発地域の側の状態か ら」「歴史的に究明す る道を開いた」 この帝国論は、帝国の拡大局面

で新 たに巻 き込まれ ようとする領域における開発の展開を焦点 として、生活世界 と帝国の

関係 を捉 えようとす る、本稿の視点に も有効である。

ただ し従来、19世 紀 における 「アメ リカ合衆国」の海洋への拡大局面 は、「イギリス帝

国」のそれに比べれば、〈自由貿易の帝国主義 〉の理論的文脈では、ほ とん ど分析 されて

こなかった。高橋 も指摘す るように、ギ ャラハー=ロ ビンソ ン流のく 自由貿易の帝 国主

義 〉概念 は、「イギ リスー国、あるいは大英帝国だけを対象 とした帝国主義論」である以

上、あ くまで 「一帝国史」的視点に留 まっていたためである(高 橋1999:300)。

これに対 して高橋が、再度 レーニ ンに遡って、「[レーニ ンのい う]帝 国主義は本来世界

的範疇であ り」、「資本主義の最高の段階」 として彼が掲げた 「帝国主義」の諸条件 を個 々

の国家に機械的にあてはめて、特定の国家がいつか ら 「帝国主義 国家」 になったのか(時

間的区分)、 どの領域が 「帝国主義国家」 の範囲なのか(空 間的区分)、 といった問いを立

ててその解答 に汲 々として も意 味がない、 と指摘 している点 は重要である(高 橋1999:

270-273)。 ここか らわた したちは、そもそ も帝国主義 とは、関係概念 として用い られてき

たこと、すなわち複数の帝国の〈間〉か ら不断に(再)構 成 され続ける過程的 ・動態的全
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体性 を表す理論であるこ とを、再確認させ られるか らである 〔21。

こうした帝国主義概念に沿 って 「アメリカ合衆国」の拡大局面を捉 えようとす る高橋は、

世紀転換期の 「米西戦争」(米 一 キューバー フィリピンー スペイ ン戦争)や ハワイ諸島併

合な どを契機 として浮上 し始めた 「海洋帝国」路線 を、次の ような時間的 ・空間的広が り

の中に位置づける。

一方で、この 「海洋帝国」路線は、「海外植民帝国の建設をめざす ものではな く、戦略

上 ・通商上の必要最低限の海外拠点 を確保 しつつ、主 として金融的 ・通商的進出により世

界覇権 を達成 しようとす る」 「門戸開放帝国主義」 というべ き傾向を有 してお り、「非公式

帝国ない し自由貿易政策のアメリカ版」(ウ ィリアム ・A.ウ ィリアムズ)で ある点で、「イ

ギ リス帝国」の 「自由貿易」路線 と同時代性 をもっているとみ なされる。他方で、この路

線は、19世 紀 までの大陸 における西漸運動 を主導 した 「自由の帝国」論(ト マス ・ジェフ

ァーソン)と も連続性を もっていると指摘 される(高 橋1999:12-13!298)。

ただし、こうした高橋 による的確な整理にも、なお問題点が残っていないわけではない。

以上の議論 は、た とえば次の ような事例 について説明で きないか らである。

第一 に、「イギ リス帝国」の 「自由貿易」路線 は、そのひとつの帰結 として、あの悪名

高いベ ルリン議定書に基づ く、欧州諸国によるアフリカ大陸の主権的分割 を招 いたこ と。

第二に、「アメリカ合衆国」の 「自由の帝国」路線が、「インディアン」の生活空間の収奪

を伴 う領土的拡大 を意味 してお り、その 「門戸開放帝国主義」路線 も、ハ ワイ諸島や グア

ム島に対 して は、拠点確保 という名 目であ くまで主権的 ・排他的な法 を貫徹 しようとした

こと。

したがって、上の高橋 による整理 を本稿に援用す るに当たっては、次のような批判的補

足が必要になって くる。

まず、〈 自由貿易の帝 国主義 〉概念を 「非公式帝国」路線 に収敏 させ る高橋 の視点は、

帝国の 「中心」か らのまなざしに(ふ たたび)捕 われて しまう点であ る。次に、 こうした

視点 を採 るか ぎ り、 「非公式帝 国」路線 をとってい るとみ なされた帝国に よって、 主権

的 ・排他的な法の発動が強力 に進め られた領域の経験は、不可視化 されて しまいがちな点

である。

12'この ような
、〈間〉から形成される関係的全体性 としての帝国主義という視点は、「2001.9.11」

後の 「アメリカ合衆国」で行われた討論において、『帝国jの 著者のひとりマイケル ・ハー トの帝国概念に

対して厳 しい批判を加えた、長原 豊の議論を参考にしている。資本主義国家論の文脈から国民国家や帝国

に関する一般理論構築に取 り組んで きた長原は、「近代」の帝国に対 して現代的帝国の理念型をやや性急に

提示 しようとするハー トに、「[従来的な意味での】帝国主義と帝国とのある意味での相剋過程」こそが理論

的に追究されるべきだと説いている(ハ ー ト・長原2003:79)。
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ゆえに本稿 は、〈自由貿易の帝 国主義 〉概 念を、新た に巻 き込 んだ領域 に対 して主権

的 ・排他的 な法の貫徹 を目指す 「公式帝国」路線 と、そ うした法の貫徹 が 目指 されない

「非公式帝 国」路線 との、混清状 態 として位置づけてお く。 ここで本稿は、高橋 が皮肉に

もふたたび見落 とした、「公式帝国 と非公式帝国の差違は、原理的な質の差違ではな く程

度の差違である」 とい うギ ャラハー=ロ ビンソンの論点を、改めて思い起 こす必要がある

だろう(Gallagher&Robinson1964:104=1983:141)。

本稿 において、帝国の拡大局面は、新たに巻 き込まれようとする人び との状況に対応 し

た 「政治的機能」すなわち不 断の取 り込み もしくは反乱一鎮圧の過程 として、捉 え られ

る。

以上か ら明 らかなように、本稿が論 じる帝 国は、「自由貿易」路線 を掲げなが らも、主

権 的 ・排他的な法の導入 ・定着 を目指す傾向性 を、不可避 に内在 している。 こうした傾向

性 を捉 えるために、続いて本稿 は、山室信一が提起す る国民帝国という視点 を参照 してお

く。

山室 によれば、主権的 な国民国家 は、領域 を確定 し内部 において均質的統治を図る閉鎖

系であ り、帝国の祖 型たる 「世界帝国」(中 華帝国や ローマ帝国など)は 、天や神か ら委

ね られた支配権imperiumが 地上 において唯一普遍 的だ という理念の下で絶 えず外部領域

へ と拡大 してい く開放系である。その上で、「世界帝国」の理念 を受け継 ぎつつ も主権的

な国民国家を原理的前提 としてのみ成立する 「近代の帝国」 を、「主権国家体系の下で国

民 国家の形態 を採 る本国 と異民族 ・遠隔支配地域か ら成る複数の政治空間を統合 してい く

統治形態」 と定義 し、 これを国民帝国 と名付 けている(山 室2003:89-92)。

「法的一元性を前提 として形成 された」国民 国家に対 して、国民帝国は、「本国」の 「中

心」を頂点に序列化 され た複数 の 「(異)法 域」 の接合体 と して構成 されている。主権的

な国民国家 を基盤 としているため、国民帝国は、原理的には外縁 に境界線 を確定せず無限

に拡張 しようとする 「世界帝国」 と異 なって、「明確 な国境 とい うボーダー」 を有 し、「中

心」 を頂点 とする法の下に人びとを排他 的に巻 き込んでい くものである。 ただ し国民帝国

は、「植民地形成過程や国際法適用過程の相違に応 じてパ ッチ ワーク的に"で きあがって

いった"も の」であって、「結果的 に異法域結合 となって しまった」 とも論 じられている

(山室2003:94-95!116-117)。
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

また山室は、(1)法 的装置 としての国民国家は、そ もそ もの始めから、 さまざまな社会

的異質性 を抱 える人び とを内部に統合 しようとしなが ら形作 られて きたため、国民国家そ

れ自体 に国民帝 国へ発展す る契機が含 まれて きたこと、(2)「 国民国家そのものもまた国
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民帝国 としての性格を一国内に反射 させ凝縮 させ なが ら形成 されてきた」 こと、(3)さ ら

に、この両者が 「同時に、 しか も不可分の相補性 をもって」形成 されて きた ことを指摘 し

(山室2003:95-97)、 国民国家がつねにすでに、複数の法域の接合体 としての国民帝国の傾

向性 を内包 していると論 じている。

このように、国民帝国(と しての国民国家)は 、「中心」 を頂点 とした主権的 ・排他的

かつ ヒエ ラルビッシュな法的構成 をもちなが ら、同時 に、なし崩 し的に形成 される複数の

法域の接合体 で もある。 この ような意味において本稿が主に論 じる(国 民)帝 国は、「日

本帝国」 また 「イギ リス帝国」「アメリカ合衆 国」な どである。本稿 は以下で、国民帝国

とい う一般名詞ではな く 「日本帝国」 などの固有名詞 を多用するが、この固有名詞にはつ

ねに、ここで定義 した国民帝国 とい う一般理論的含意 を込めている。 また 「大 日本帝 国」
へ

とい う国号が法文上正式 に名乗 られ始めたのは、大 日本帝国憲法が発布 された1889年 だが、

本稿ではこの理論的含意 を強調するため、それ以前のこの国にも 「日本帝国」 という語 を
ヘ ヘ へ

用い る。 「アメリカ合衆国」 と述べ られる際に も、 この国民帝国の理論 的含意が込め られ

ている。

本稿が検討する、世紀転換期の 「南洋」 をめ ぐる言説群 と諸実践は、「自由貿易」 を掲

げなが ら主権的である他ない、「日本帝国」 とい う運動体 のアポ リアが、最 も鋭利 な形で

顕在化 した一領域であった。ここでは、〈自由貿易の帝国主義〉のアポ リアは、国民帝国

のアポ リアとして顕在化 してい くのである。

2「 ジ ャパン ・グラウン ド」から 「南洋」へ

一 小笠原諸島をめ ぐる 「自由貿易」論の形成一

すでにふれたが、小笠原諸島を中心 とする 「ジャパ ン ・グラウン ド」 に対 しては、19世

紀半ば以降、国民帝国の主権のエージェ ントを自認する官吏や軍人、あるいは実業家 ・探

検家 といった人び とが、「自由貿易」 を旗印 として、 これ らの島々を世界市場 に結 び付け

るような社会的 ・経済的交通を拡大 しようとしてい くが、その皮切 りになったのは、1850

年代の 「アメリカ合衆国」海軍ペ リー艦隊の遠征であった。

2-1ペ リー艦隊 による領有宜言 と殖民計画をめ ぐって

1853年 、蒸気軍艦サスケハナ号 を旗艦 とし提督マ シュー ・ペ リーが率いる 「アメリカ合
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衆国」海軍東イン ド艦 隊は、「自由貿易」を旗印 として浦賀へ航行 し、徳川幕府 に対 して、

船舶の寄港 と上陸の自由、交易関係 、外交関係などを保証 ・促進する ような法の改変を要

求 したが、これに先立ってペ リー艦隊 は沖縄島に寄港 して、琉球王府に対 しても 「文明国」

の名において同様の要求を行っている ゆ。 さらにペ リーらは、同じく浦賀への航行 に先立

ち、艦隊の一部 を率いて沖縄 島か ら東方へ と航行 し、同年6月9日 か ら23日 まで父島に寄

港 した。

「アメリカ合衆国」の主権のエー ジェ ントを自認 していたペ リーが、浦賀に先立って沖

縄島や小笠原諸島へ航行 した 目的は、米墨戦争(米 一 メキ シコ戦争)で 領有権 を得たカ リ

フォルニアと中国大陸 との間に一 従来の大西洋 ・喜望峰 ・イン ド洋経由でな く ハワ

イ諸島 を経て太平洋を横断する航路を開拓す るため、その寄港地 としてこれ らの島々を開

発す ることにあった。ペ リーは、将来父島に寄港す るはずの船舶 として、(1)サ ンフラン

シスコー上海間の郵船、(2)同 じくサ ンフランシスコー上海問で茶や生糸 などを運搬する
ク 　 リ 　

交易 船 、(3)中 国 大 陸か らカ リフ ォル ニ ァへ と運 ばれ る苦 力の 輸送 船 、 な どを想 定 して い

た(Hawks1856:211-213=1997:211-213)。

父 島 でペ リー は、将 来寄 港 すべ き船 舶 へ食 糧 を供 給 させ るた め に牛 ・羊 ・山羊等 の動 物

を放 ち、「ア メ リカ合衆 国」 出身の 移住 民 ナサ ニエ ル ・セー ボ レーNathanielSavoryか ら、

蒸気 船 に供 給す る石炭 貯 蔵庫 用お よび事 務所 用 の土 地 を50ド ルで 買い取 った上 で 、彼 にそ

の 管理 を委託 した(小 花1853-1854)(Hawks1856=211=1997:211)(Perry1968=1985:

148)(Cholmondeleyl915:94-96)。 ま たペ リー は、小笠 原 諸島 に植民 地建 設 の ための株 式

会 社 を創 設 し 「若 い 男 女 」 同数 か らな る移 民 を送 り込 む こ と を提 案 して い る(Hawks

1856:213=1997=213)。 そ して ペ リー は セー ボ レー に、 「本 官の 指揮 下 に あ るア メ リカ合衆

国艦 隊 の小 笠 原 諸 島 にお け るエ ー ジ ェ ン トagentに 任 命 す る」 とい う文書 を与 え て、彼 を

「ア メ リ カ合 衆 国」 海軍 籍 に編 入 し、 「艦 隊 か ら上陸 す るすべ て の 人員 の慰 安 と利益 に供 す

るこ と、 また艦 隊 あ るい は アメ リカ合 衆 国 に帰属 す るす べ ての財 産 を保 護 ・管理 す るtake

chargeこ と 」 を 命 じ、 こ れ に か か わ る権 限 を付 与 し た の で あ る(小 花1853-1854)

(Cholmondeley1915:95-96)。

続 い てペ リーは 、沖縄 島か ら浦 賀 に向 か うに先 立 っ て、配 下 の ケ リー中佐 に、小 笠 原諸

島へ航 行 して 「合 衆 国の立 場 で正 式 に領有take飴 ㎜alpossessionofthemonthepartof

〔;Pペリー艦隊の沖縄島への寄港は
、それまで欧米諸帝国の船舶が寄港 した事例と異なって、島の内

部の生活世界にまで決定的な社会変動をもたらす衝撃 となった(石原2003c)(石 原2003d)。 こうした沖縄島

における社会変動を、艦隊か ら上陸 した将校 ・水兵たちと島人たちの、具体的な出会い ・接触のレヴェル

から捉えようとした試みとして、石原(2003a)(2003b)を 参照されたい。
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theUnitedStates」 す ることを命 じている(Perry1968=1985:115=221)。 ケ リー らはこ

れに従い、1853年10月 に父島へ赴 き、小笠原諸島の領有 を宣言 した(小 花1853)。

このペ リー艦隊の寄港は、小笠原諸島に対 し、「文明国」 め名において主権的な法の導

入 ・定着 を試み ると同時 に、「自由貿易」の旗印の下 に交易 と殖民 を企図 した、初めての

事例だ とい う点で、「ジャパ ン ・グラウン ド」における大 きな転換 を画 した と言える。

しか し翌1854年1月 、 これを伝 え聞いた駐香港 「イギリス帝国」主席貿易監察官の ジョ

ージ ・ボ ンハムか ら抗議 を受けたペ リーは、ボ ンハム宛 の書簡を執筆 し、「本官はアメリ

カ合衆国政府か ら[小 笠原諸島領有 について]な んら特別の命令 を受けてお らず」、セー

ボ レーか らの土地の購入 は 「まった く私的な性格 の もの」である、 と回答 した(Hawks

1856:303-306=1997:303-306)。 そして同年4月 、ペ リーは江戸か らセーボ レーに宛てた書

簡において、次のように通告 している。

貴殿 もご承知のように、小笠原諸島の主権sovereigntyは まだ定 まってお らず、入植者の福利 と

繁栄 とい う点において、本官が責任 を負 っている利害関係は、私見ではたんなる一般 的な交易上

の利益 にとどまっています(小 花1853-1854)(Cholmondeley1915:108)。

ここでペ リーは、小笠原諸島に対 して 「自由貿易」 とい う旗印は降ろ していない。 しか

し、「アメ リカ合衆国」の名 による主権的 ・排他的 な法の導入 と殖民計画 は、頓挫 したの

である。

2-2徳 川幕府による 「取締」 と 「殖民」 をめぐって

だが、ペ リー らが小笠原諸島において 「住民ヲ集メ説諭シ」、「セーボ レをヲ抜擢 シテ島

中ノ頭 目 ト成」す など、「文明国」のエージェ ン トとして振 る舞 った ことは、こんどは徳

川幕府のこの島々に対す る主権的な法意識を触発 したようである。1860年 代 に入 る頃には、

幕府幹部の 間に、 この島 々へ官吏 を派遣 し、「取締 」すなわち主権的な法の導 入そ して

「殖民」 を進め るべ きだ、 とい う議論が高 まってい く。そ して1862年 初頭には、外 国奉

行 ・水野忠徳率いる幕府の官吏団が、遣米使節団を乗せ てカリフォルニアか ら帰還 した蒸

気軍艦 ・成臨丸に乗って小笠原諸 島に航行 ・上陸 し、 この島 々の移住民である 「外国人」

に対 して、「日本」の名の下 に 「規則」すなわち主権的な法を導入 し始めたのである(小

花1861-1863)(坂 田1874-7)(坂 田1874-8)。
ヘ ヘ へ

この成 臨丸の派遣 に先立 ち、幕府 は欧米諸帝国の公使 に向けて、「我南海属島中小笠原

島」の 「開拓」に着手するこ とを通告 している。これに対 して、「アメ リカ合衆国」公使
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タウンゼ ン ト・ハ リスは、「アメリカ合衆国」籍の 「商民此 島中にて得たる所之諸免許を

保持す る事」 と回答 し、小笠原諸島において 「自由貿易」路線が保証されることを求めた

のみであった(小 花1861-1863)(坂 田1874-8)。 他方、「イギリス帝国」公使ラザーフォー

ド・オール コックも、幕府が小笠原諸島の 「所有」 と殖民を進め るな らば、「外國人」の

「自在」 な寄港が 「妨碍」 されない限 りにおいてこれを行 うべ きである、 と主張 した(小

花1861-1863)。 「アメリカ合衆 国」や 「イギ リス帝国」 の官吏 らは、小笠原諸島が 「自由

貿易」 を保証する国際法体系の下 に組み込 まれれば、幕府による排他的な法の導入と殖民

政策には反対 しない、 とい う立場 を選んだのである。

また興味深いのは、徳川幕府が、小笠原諸島に対する主権的 ・排他的な法の導入 にこだ

わる一方で、すでに入植 していた 「外国人」が開墾 した土地につ いては私有を認め、「外

国」籍 の船舶の 自由な入港を保証 し、交易品に対す る関税 を賦課 しない、 などの さまざま

な例外的な法 を導入 した点である(坂 田1874-8)。 このことは、「イギ リス帝国」や 「アメ

リカ合衆国」 などが小笠原諸島に対 して掲げていた 「自由貿易」路線 を、徳川幕府がほぼ

受け容 れたことを意味 している。

そ して幕府は、八丈島の農民男女15人 ずつ と大工 ら職人8人 の計38人 を父島に移住 させ、

小笠原諸島の殖民に着手 した(小 花1861-1863)。 この政策 も、「自由貿易」 を掲げるペ リ

ー らが企図 していた、既述の小笠原諸島への殖民計画と、連続性を持っている。

すなわちこの殖民は、「ジャパ ン ・グラウ ンド」が 「日本帝国」の 「自由貿易」路線 に

取 り込まれてい く、起点 となったのである。

2-3ジ ョン万次郎をめ ぐる言説 と実践

この徳川幕府に よる 「取締」 と 「殖民」 は、約1年 半にわたって展開 したが、これもま

た頓挫 して しまっている。1863年6月 、「生麦事件」 などを理由に 「イギ リス帝国」軍や

「フランス帝 国」軍が横浜の居留地を占領状態 に置 く中で、幕府は小笠原諸島の官吏団 と

入植者 を引き揚げ させたからである。

しか しなが ら、以下 にみる ように、この1860年 代の徳川幕府 による 「取締」 と 「殖民」

に深 く関与 した人びとに主導 され、 この とき導入 された法 と殖民政策の方法を受け継 ぎな

がら、19世 紀後半か ら世紀転換期 における小笠原諸島そ して 「南洋」の開発は、展開 して

い くのである。

まず、 この官吏団には、すでに小笠原諸島付近における捕鯨業の開発 を幕府 に申請 して
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12 石原:自 由な帝国の臨界

いた中濱萬次郎 という男が、「英語熟達」 と 「小笠原島へ罷越」た経験 を買われ、「通詞」

として参加 していた(小 花1861-1863)(坂 田1874-7)。 この男 こそ、漂流民 として 「アメ

リカ合衆国」籍の捕鯨船に救出 され、マサチューセ ッッ州に滞在 して語学 ・数学 などを学

んだ後、捕鯨船員 として世界中の海 と島々を巡 り、航海術 ・測量術 ・捕鯨術 といった技法

を獲得 していた、土佐出身の万次郎(い わゆるジ ョン万次郎)に ほかならない。万次郎は

1851年 に、琉球王国下の沖縄 島に上陸 した後、薩摩 などを経由 して幕藩体制下に帰還 し、

士分 に登用され江戸に滞在 していた。

万次郎 は、薩摩藩主の島津斉彬の聴取 に対 して、「アメ リカ合衆国」にはカリフォルニ

アを経 由して香港や上海 との間に交易路 を拓 く計画があ り、その航路が 「九州地方之海上」

に当たるので、「出崎嶋」に 「火輪船」(二 蒸気船)の ための 「人を付 置、炭を儲へ置」 く

所(=貯 炭所)が 確保で きるよう望んでいるが、軍事行動によって 「土地を貧 る存意」 は

ない らしい、 と強調 していた(堀 ・拉野[1851】2001:305)。 万次郎 は、幕府による聴取 に

対 しても、次のように力説 している。

「己前相州浦賀表へ来ル大船ハ、軍船ニハ アラズ、測量ナ トスル船ニテ、来ル子細ハ船杯漂流 ノ

セツ、薪水 ノ憂 ヲス クワンコ トヲタノ ミタク、モ シ容易二相成 トキハ、人質ニテモヲキ可 申儀申

入候含 ノ庭、 日本人殊の外騒キ タリ トテ、 アキレ居 申候」(江 戸幕府[1853]2001:458)。

万次郎は、当時の 「海洋帝国」 としての 「アメリカ合衆国」が標榜 していた 「自由貿易」

路線 を、ペ リー艦隊の遠征に も先立 って、すで に幕藩体制下に移入 していた人物なのであ

る。

「通詞」 として小笠原諸島に渡航 した万次郎 は、 この島々の 「外国人」たる移住民に対

して 「日本」の名による法を発動する際 に、主権のエージェ ントとしての役割 を果た しな

が ら、ふたたび 「ジャパ ン ・グラウン ド」の海域 における捕鯨業の開発 を目論む ようにな

った。そ して万次郎は1863年 、 自らの英学の弟子であった越後の富農 ・平野廉蔵が購入 し

た 「アメリカ合衆国」産のスクーナー(縦 二帆式の帆船)を 「壱番丸」 と名づけ、 この船

長 として小笠原諸島周辺への捕鯨航海 を成功 させ る。すでに捕鯨船員や幕府の官吏団の一

員 として寄港 ・上陸 した経験 から 「小笠原島在住及在留の外國人」 に元捕鯨船 員が多 いこ

とを知 っていた万次郎は、父島に入港する と、「外國人」 と八丈島か らの入植者数人 を船

員 として雇用 し、鯨数頭の捕獲に成功 している(坂 田1874-13)(外 務省1987:494-496)。

万次郎が小笠原諸 島付近で試みたのは 「米国式」の商業捕鯨であ り、彼 は幕府への上 申書

の中で、 この開発 によって 「御國益は勿論 自然 と航海術 も相学」ぶ ことになる、 と説いて

いる(小 花1861-1863)(坂 田1874-7)。
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万次郎が主導 した実践 は、「ジャパ ン ・グラウン ド」 にお ける社 会的 ・経済的交通 を、

「日本帝 国」の 「南洋」 開発政策に取 り込んでいこうとした、最初の試み と して位置づけ

られる。

次に、この万次郎 らと行動 を共 にした、外国方定役の小花作之助 という人物である。小

花は、父島に設置 された幕府の 「役所」=出 先機関において、主権的な法の発動 と殖民を

前線で主導す る役割を果た した(坂 田1874-10)(小 花1861-1863)。 「明治維新」後に小花

作助 と改名す る彼 は、1870年 代後半 になって、明治政府による小笠原諸島への法の導入 と

殖民政策の責任者 とな り、初代の小笠原島内務省出張所長 にも任 じられ、 占領 を前線で主

導 してい くことになる。小花率いる明治政府 の官吏団が導入 した 「規則」は、徳川幕府が

小笠原諸島の 「外国人」 に対 して導入 しようとした 「規則」を、開墾地私有の容認や入港

船 ・交易品へ の非課税な どを含め、ほぼそのまま引 き継いでいた(外 務省1955:502-505)。

また小花は、明治政府の下でも徳川幕府時代 と同 じく、八丈島か ら小笠原諸島への殖民政

策 を推進 したのであった。

最後に、八丈島か らの殖民団38人 の中に大工 として名が記されてい る、半右衛門 とい う

男である。「明治維新」後、玉置半右衛 門と名乗 る彼は、1870年 代 に小花 の指揮下で、明

治政府が進め る小笠原諸島開発のための公共事業を請け負 って、蓄財 に成功する。そ して

玉置 は、小笠原諸島 を皮切 りに、「ジャパ ン ・グラウン ド」一 「南洋」 の島々において、

「日本帝国」における 「自由貿易」路線 を前線で実践に移 してい くのである。

2-4「 ジ ャパ ン ・グラ ウ ン ド」 か ら 「南洋 」 へ

以上の検討から、まず次のようなことがわかる。

第一に、ペ リー艦隊の 「ジャパン ・グラウンド」 に対す る開発計画 に表れるような、19

世紀半ばの 「アメリカ合衆国」 における 「海洋帝国」への志 向性は、「大陸帝国」への志

向性 を表す 「自由の帝国」路線から連続性 をもつ と同時 に、太平洋 をめ ぐっては 「アメ リ

カ合衆国」 と表面的には対抗関係にあった、同時期の 「イギ リス帝国」 における 「自由貿

易」路線 とも、相似的 ・相補的関係 をもっていること。第二に、こうした 「ジャパ ン ・グ

ラウン ド」に対する開発計画は、万次郎そ してペ リー艦隊などが 「アメリカ合衆国」か ら

幕藩体制下 に移入 した 「自由貿易」論 に よって、;補強 されていったこ と。第三に、 この

「ジャパ ン ・グラウ ン ド」 を焦点 とす る交易 ・殖民論は、徳川幕府の官吏 として小笠原諸
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島の開発 に携 わった万次郎か ら半右衛門を経て、世紀転換期の 「日本帝国」において 「南

洋」開発論を唱導 した人びとにいたるまで、揺れをはらみ なが らも引 き継がれていったこ

と。

ここか らは、「ジャパ ン ・グラウ ンド」 をめ ぐって一見対抗 関係にあった複数の帝 国が、

小笠原諸島を焦点 としてみれば、実際には相互 にきわめて似か よった傾向性を帯びている

ことが明 らかになる。また、 「日本帝国」 における 「南洋」、あるいは 「南洋」にとっての

「日本帝国」 は、そ うした相似形の結実 として形作 られて きたことが、浮 き彫 りになって

くるだろう。小笠原諸島をめ ぐって醸成 されてきた開発 の水脈 は、先 に論 じた、時間的区

分や区間的区分に捕われない関係的な 「世界的範疇」 としての一 帝 国主義の視座か

ら、捉 えられるべ きである。

「ジャパ ン ・グラウン ド」が 「日本帝国」 の 「南洋」 として取 り込 まれてい く過程は、

グローバルに展 開する 「自由貿易」路線の下での、開発の進展 を意味 したのである。

また、 ここで留意 してお きたいが、19世 紀半ばにおける小笠原諸島の開発が、「イギ リ

ス帝国」や 「アメ リカ合衆国」によって主導された 「自由貿易」路線 と 「外交」交渉の下

で 「平和」裏に展開 した、 といった見方は表層的である。

みて きた ように、た とえばペ リー艦隊は、幕藩体制下の本州 ・四国 ・九州の3島 とその

周辺の島々に対 しては直接的な軍事 占領 の企図をもたなかった一方で、小笠原諸島に対 し

ては、 じっさいに領有を宣言 し、一時的にせよ 「アメリカ合衆 国」海軍の保護下 に置いた

のであ り、沖縄島に対 して も、先の3島 で寄港地の確保 に失敗 した場合には、軍事行動に

よって 「米国旗の監督下に置 くtakeunderthesurveillanceoftheAmericanflag」 こと

も想定 していた(U.S.Senate1852-1855:109)。 また、徳川幕府やその官吏団の一員であ

った万次郎 らも、 「自由貿易」路線 に則って小笠原諸島を拠点 とす る開発 を進めると同時

に、「日本」の名による主権的 ・排他的な法の導入 ・定着 を推 し進め ようとしていったの

である。

つ まりこれ らの企図は、「ジャパ ン ・グラウン ド」に主権の名に よる一法域 を作 り上げ

ることで、その島々を国民帝 国の一部 として取 り込 んでいこうとする動 きであった。 した

がって、19世 紀中期か ら後半 にかけて、「ジャパ ン ・グラウン ド」 の島々に対する開発政

策 は、 「自由貿易」路線 を基調 としなが ら、「非公式帝国」 と 「公式帝国」の傾 向性が並存

す る戦略 となって表れた、 とみるべ きである。 この意味において、19世 紀半ばの小笠原諸

島は、すでにく自由貿易の帝国主義 〉の前線 に置かれ始めていたのである。
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3「 南洋」開発論の形成と展開

「南洋」の拠点としての小笠原諸島をめぐって

3-1小 笠原諸島の占領 と 「帰化人」をめぐる法の導入

1867年 末の クーデ タによって徳川幕府か ら政権 を奪った明治政府 は、1875年12月 、先述

の小花作助 らか らなる官吏団を蒸気軍艦 ・明治丸で小笠原諸島に派遣 し、 この島々の 「外

國人」 に、「後來此島二登令アルヘキ」あ らゆる法の 「遵守」 を誓約す る 「受書」への署

名を命 じた(外 務省1955:489)。 小笠原諸島において 「日本帝国」の主権の名 において最

初に発動 されたのは、この島々に住む 「外國人」を固有の標的 として、その後 「日本帝国」

の名において発動 され るすべての法への服従 を要求す るという、自己言及的で例外的な法

的措置であ った。翌1876年10月 、明治政府 は欧米諸帝国の公使に向け、同諸島の移住民に

対 して主権的な 「規則に從 ひ取締」 を行 うと通告 した。そ して 「内國」か らの入植が開始

される直前の1877年2月 に、父島に駐在 していた小花作助率いる官吏団は、父島と母 島の

居住者をそれぞれ召集 し、「規則」の発動 を正式に宣言 したのである。

ここで発動 された 「小笠原島島規則」 の第1条 は、「島中ノ人民永住寄留 ヲ論セス総テ

島磨へ届出島則 ヲ守ルヘ キ事」 を改めて要求 した。この条文は、小笠原諸島の移住民たち

に対 して、一 この 「島規則」そのものを含め一 以降 「日本」の名において発動 される

すべての法 に同意す ることを求めている。上述の 「受書」への署名 を命 じた際に、「外 國

人」を標的として発動 された例外的措置が、ここで定着せ られていったのである。

また 「島規則」第2条 は、「島中 ノ人民生死婚嫁及他行蹄島共総テ島磨へ可届出事」 と

命 じ、移住民の人口動態だけでな く島の外部 との移動 も 「日本帝国」の官吏による掌握下

に置かれていった(外 務省1955:502-505)。

他方で 「小笠原島港規則」においては、入港する船舶の国籍、乗組員の姓名、「積荷ノ品

名数量及渡來ノ趣意」 などを申告 させることに力点が置かれ、「外國」籍の船舶の入港は黙

認 ・追認 され続けた。 また 「内地」の 「開港場」で徴集 されていた 「内外 ノ船舶出入港手激

料」等は賦課 されず、さらに 「小笠原島税則」においては,島 へ/か ら移出入 される物資は、
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

それが 「外國」 との間で取引されるものであって も一 同じく 「開港場」の場合 と異な り
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ

ー 「當分ノ内無税」 にするとい う例外的措置が発動された(外 務省1955:502 -503)。

さ らに、「島規則」 によって、「外國人」 が 「從來開墾」 していた土地については、「私

有を許す地」 とされ 「券状」=地 券が与 えられた(外 務省1955:502-505)。
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そ して、「日本帝国」の主権 の名において、移住民 らの生活世 界を掌握 しなが ら上記

のような法を執行 してい く出先機関 として、内務省小笠原島出張所 が設置 された。 出張

所長 には、「職制」 として 「全島一切 の事務 を管理 し内外居留人民保護開拓の事を掌 る」

権限が委任 され、(1)警 察権 を含む行政権 と、(2)検:察 権 と裁判権 を兼 ねた司法権が、

一手 に集 中されていた(小 花1873 -1876a)(外 務省1955:502)。 つ ま り、主権の強力 な

エー ジェ ン トとしての地位が保証 されていたのである。初代出張所長 に任 じられたのは、

すで にふれたように小花であ る。 この出張所長 の権限は、1880年10月 に小笠原諸島の管

轄が東京府小笠原島出張所 に移 された際に、「知事 の命 を受け布告布達 命令 を島内に施

行 し、居 住内外 國 人民の警 察 開拓 殖産 」 を 「総理 」す る、 と明文化 され た(東 京都

1973:2)a

また内務省出張所の 「事務章程」は、諸 「規則」の改定を行 う場合や 「付來舶ノ外國人

ト島外 ノ事件二付談判」する際には知事の決裁を求めたが、諸 「規則」の執行や入港する

船舶の乗組員への対応、新規事業の開拓、土地の開墾などは、現場の官吏の判断に大幅に

委任 した(小 花1873-1876b)。 この 「事務章程」は軽微な変更を経て、ほぼ東京府出張所

に引 き継がれている(東 京都1973:2-5)。

1886年 には、東京府 出張所 に代 わって東京府小笠原島庁が設置 され、出張所長の官職が

島司 と改め られたが、この島司には地方官官制によって 「知事 ノ委任スル條項ハ便宜之ヲ

施行スル」権限が付与 されていた(東 京都1980:57-64/3001476)。 こうして、出先機関の裁

量は さらに強化 されていったのである。

以上の ように、小笠原諸島で 「外国人」「帰化人」 と呼ばれた人び とは、一方で、 さまざ

まな例外的措置を介 して、「日本帝国」の主権的 ・排他的な法に巻 き込まれていった。他方で、

この島々を結節点 としてかれ らが培 ってきた社会的 ・経済的交通は、さまざまな例外的措置

によって黙認 されていった。そ して、こうした例外的な法の臨機応変な運用は、前線 に置か

れた主権のエージェントの判断に、大幅に任 されていた。こうして、「ジャパ ン ・グラウン ド」

の一大中心地であった小笠原諸島は、国民帝国の一法域に取 り込まれていったのである。

3・2服 部 徹をめ ぐる言説 と実践

上のように 「日本帝国」による小笠原諸島の占領が展開 してい く中で、1887年11月 、そ

の10年 前 に小花 ら明治政府の官吏団を乗せて小笠原諸島に航行 した明治丸が、伊豆諸島か

ら小笠原諸島を経て硫黄諸島まで巡航 した。 この 「南洋」巡航は、横尾東作 らが榎本武揚
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へ硫黄諸島の開発 を建議 し 「南洋公會設立大意」を起草 して実現 させ た企画であった。明

治丸には、元薩摩 藩士の高崎五六 ・東京府知事や 『東京絵入新 聞』記者の渡邊義方 らとと

もに、元土佐藩士の服部 徹が乗っていた(望 月1992:44147)。 服部は東京への帰還後、渡

邊 と協力 して、『日本之南洋』と題する書を執筆 ・刊行する。

この書で服部 らは、志賀重昂が自分の造語 だと主張 していた 「南洋」 とい う語を援用 し

つつ、伊豆諸島か ら、小笠原 ・硫黄諸島を経て、当時スペイ ンが領有権 を主張 していた ミ

クロネシアまでの海 と島々を総称 して、「日本之南洋」 と名付け、「今 日我南洋論ノ必要ナ

ル」 ことを説いている(服 部 ・渡邊1888:1-4)。 矢野 暢が指摘する ように、「南洋」 とい

う語を最初 に用いたのは志賀ではなか ったのだが、「日本帝国」 において、「東洋」 とも

「西洋」 とも違 う領域概 念 として 「南洋」 を措 定 したのは、彼が初め てであ った(矢 野

1979:26)。 その上で服部 らは、「皇州の南 門」たる小笠原諸島に注 目し、「海陸の物産」 と

「良港溝」 を有 し 「物産的二軍備的二實二主要の良島」たるこの島々こそ、「南 洋」の中心

拠点であると強調 したのである(服 部1888a:1・3)。

また服部は、『日本之南洋』刊行の翌月、「將來二望 アリテ我近南洋 ノ経済二關係アル」

小笠原諸島の水産物 と陸産物 について概説 した、小冊子を編んでいる(服 部1888b:2)。

翌年服 部は、母親 とともに父島 に移住 し、 この地で 『南洋策』 を著す ることになる(横

尾1891:1)。 ここで服部 は、 自らの 「南洋 策」 を 「日本帝國」 の 「南洋群島経略 の一手
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

段」 として位置づけ、その二大軸に 「南洋の通商貿易」 と 「南 洋の拓地殖民」を掲 げる

(服部1891:3-9)。 そ して服部は、「欧州列國」 に 「所謂植民政略ナルモノ流行 シ」 てい

る中で、1886年 に 「ドイツ帝国」がスペイ ンに代わってマー シャル諸 島の主権 を主張 し

始め、 さらにマ リアナ ・カロリン ・フ ィリピン諸 島 も 「狽逸ノの爲二危ふ」 い、 と警戒

感を示 している。彼 は、かつてペ リー艦隊が沖縄諸島の 「占領」 を企図 していた ことや

小笠原諸島を 「米領 トナ シ」 たことを引 き合 いに出 して、両諸 島の軍事 的 ・地政学的重

要性 を強調 しなが ら、「我南 門」 たる両諸島 に 「其[=「 ドイツ帝国」 の ミクロネ シア

占領の]絵 波疾 ク馳セ來」 るこ とへの懸念 を表明す るのである(服 部1891:24-251125-

127/1381140-144)。 服部 にとって、「ドイ ツ帝国」 の 「公式帝国」 としての拡大 は、「日

本帝 国」の 「南洋」 における交易 ・殖民の展開に とって、現実的な脅威 として感 じられ

たのである。

3-3田 ロ卯吉 をめぐる言説と実践

この服部 らの 「南洋」開発論=南 進論を主導 した有力者 として、明治丸の巡航を実現 さ
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せ た前述 の横尾東作の ほか、 「イギ リス帝 国」 における自由主義経済学 な どの影響下で

「日本帝国」において政治経済学 を創始 し、「自由貿易」路線 を基調 とす る強力な政策的論

陣を張った、田口卯吉の名 を欠かす ことはで きない。 田口の 「自由貿易」路線は、交易 に

対す る障壁の徹底的な除去一 保護 関税 の廃止、鉄道や海運の整備による交易路の拡大 な

ど を主張す るものであった。 これによって、各地域の商品の多寡が平均化 され、自ず

と地域 間の分業が発達 し、「富國」「貧國」それぞれに見合 った商品の輸入のあ り方 と、各

地域 において専業化 された生産物の輸出態勢が、 自然 に形成 されてい く、 とい う楽観的な

見通 しを持 っていたか らである。 しか も彼 の経済思想は、世界市場 における不均等(化)

の問題をほぼ等閑視 していた(田 口1877:31-67)(松 野尾1996:29・44)。 こうした思想的

水脈は、彼の南進論に関わる言説や実践 を考える際 に、きわめて重要な点である。

その田口が、19世 紀後半 とくに日清戦争にいた るまで、「日本帝国」 にとっての 「自由

貿易」の フィール ドとして着 目していたのは、「南洋諸 島」であった。彼 は、すでに 「南

洋諸島」 の大部分が欧州諸帝国に よって 「所麗たるこ とを宣言」 されて しまっているの

は残念だ と述べ る。 しか し田口は、欧州諸帝国に よる統治や 「経営」 も実効性には乏 し

いので、「日本人民」 が 「土 地を買入 れ」、「殖民 を興」 し、 「通商貿易 を行」 うことも、

「實に自由」 だ と強調す る。そ して、こうした 「南洋諸島」における開発 と 「國防」 には

海軍力 を使用す るのが適 当だが、むやみ に軍艦数を増や して海軍力 の増強 を図るのでは

な く、「商業艦隊の増進」 に力 を入れることによって 「節倹なる國防」力の下で 「南 洋諸

島の貿易 を増進」す るべ きだ、 と主張するのである(田 口[1890】1990al372-373)。 さら

に田口は、この ような ミクロネシアへ の 「日本人」の 「移殖」 と 「開襲」 は、小花 らが

主導 した小笠原諸島の先例 に学んで行われるべ きだ、 と論 じてい る(田 口[1890]1990b:

529)a

田口も服部 と同様 、北西太平洋随一 の 「良港」 を有す る小笠原諸島が、「日本帝国」に

とっての 「國防」の重要地点だ と指摘 している。 だが田口は、『南洋策』 の服部 とはやや

異な り、当面太平洋をめ ぐって 「俄に開戦の虞」がない以上、 この島々に対 して軍事費を

注 ぎ込む より、特例的な法によって関税的障壁が取 り除かれた 「自由開港場 となす」 こと

こそ、「國防上」の重要性 に対 して 「日本政府」が与えるべ き 「特典」である、 と議論を

進めるのである。

田口に とって小笠原諸 島は、「日本帝 国」 における 「自由貿易」路線 の中心地であ り、

「我邦の香港」 となるべ き島々にほかならなかった(田 口[1891】1990b:377-379)。

田口自身 は、1887年 の明治丸の 「南洋」巡航 には参加 していなかったが、帰還後の高

崎 ・東京府知事か ら、東京府士族授産金 を小笠原諸島の水産事業開発に運用 してほ しい と
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依頼 された(田 口[1890】1990b:520)(田 口 【1890]1990c:534)ul。 高崎の説得に応 じた田

口らは南島商会を組織 し、1890年5月 、授産金で購入 した90ト ンほどのスクーナー 「天佑

丸」に交易 品を積み込み、鈴木経勧 を水先案 内役 として、父島か らグアム ・ヤ ップ ・パラ

オ ・ポナペの島々へ と航行 して、 「内地」 とこれ らの島々の間を巡航する交易路の開発 を

図 り、結局ポナペ島に南 島商会の支店を設置 した(田 口[1891】1990a:375-377)15}。 同乗

した鈴木は、横浜の居留地に住んでいた 「イギリス帝国」籍の男が所有す るラ ッコ猟船に

雇われて、かつて千島列島方面にお もむいたことがあ り、1887～88年 頃には、硫黄諸島か

らミッ ドウェイ島などへ と航海 した経験 も持 っていた(矢 野1979:35-36)`"1。

以上から確認 される ように、「自由貿易」路線 を基調 として展 開された 「南洋」論 をめ

ぐる言説 と実践 は、軍事 と経済への力の配分にやや差異があるとはいえ、小笠原 ・硫黄諸

島以南への 「日本帝国」の領土的拡張を前面に押 し出 さず、殖民 と交易 の拡大 などに重点

を置いていた(望 月1992:50)。 そ して、その殖民や交易のモデル ・拠点は、小笠原諸島

に求められたのである。

3-4玉 置半右衛門 をめぐる実践

そ して、田口、横尾、服部 らの南進論を前線で主導 し、小笠原諸島に続いて鳥島や南大

東島(ラ サ島)の 殖民 ・開発 を実践に移 していったのが、玉置半右衛門である。すでにふ

れたように、この玉置は1870年 代後半、小花 らが主導 した明治政府による小笠原諸島の開

発政策の初期に、明治政府が入植者に供給す る食料の調達や、内務省出張所の庁舎建設事

業な どを請負 って、か な りの利益 を得ていた(小 花1878a)(小 花1878b)(小 花1878c)

(小花1878-1880)ゆ 。

中 この士族授産金は
、廃藩置県や秩禄処分で定収入を打 ち切られた士族が、起業を試みる際の貸付

金、貧窮化した場合の救済金、などに充てることを目的として、政府や府県が運用 していた予算であった。

しかし旧幕臣である田口は、当の東京府下の士族か ら、この授産金を私物化 していると批難されたのであ

った。この授産金運用問題の顛末については、松平(1989:153-159)を 参照。
13武 藤秀太郎は

、田口が士族授産金を用いて 「南洋」での交易や殖民を展開 しようとしたのは、自

身が主張 していた 「内地雑居」=居 留地撤廃に伴う 「自由交易」の展開に備えて、「遊民」化 している士族

の雇用創出を図るためだったとみる(武藤2003:55)。
""南 島商会の経営権は

、田口らの東京への帰還後、東京府士族総代会に引き継がれたが、結局商会

は解散され、その資産は士族に分配されている(田口 【1890】1990c:534)。だがその後も、「天佑丸」と南島商

会のポナペ支店を購入した小美田利義らによって、「日本帝国」におけるミクロネシア交易は継続 ・拡大 し

ていく。
lDこ の点について最初に指摘 したのは

、鈴木高弘(1990:55)で ある。
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かつて万次郎が漂着 し生 き延びた鳥島の開発 を申請 していた玉置は、1887年 の明治丸の

「南洋」巡航時に、その配下の者たちとともに便乗 を許 されていた。玉置は、明治丸が八

丈島に寄港 した際にさらに5人 を リクルー トし、八丈島 と小笠原諸島の中間に位置す る鳥

島で下船 した。その後 「内地」に帰還 し再び鳥島に渡った玉置は、開発 の端緒 として牧畜

業 などを試みた後、アホウ ドリの大量捕獲 とその羽毛の輸出によって巨利を得る。そ して、

1900年 には南大東島に航行 し、糖業を軸 とする殖民に着手するのである。

望月雅彦は、 当時の南進論者 にとっての大東諸島は、沖縄県 の一部 とい うより 「南洋」

の島々のひとつ として認識 されていた、とい う重要 な指摘を行っている(望 月1992:43-46)。

この意味において、玉置が開発を主導 した島々こそが、19世 紀の 「日本帝国」 にとっての

「南洋」であった、と言って も過言ではないのである1㌦

4「 帰化人」 をめぐる生活世界のく発見 〉

「自由貿易」の実験場 としての小笠原諸島をめ ぐって 一一.一一

4・1服 部における 「帰化人」へのまな ざし

服部 らの眼 には、「南洋」 開発論の拠点であ りモデルで もあった小笠原諸島の生活世界

は、「蹄化人[「 内国」か らの]移 住人ノ別ナ ク気候風土 ノ暮 シ易 キニ慣 レ其性質一般怠惰

ノ風 アリ」 と映 ったようである。ただし一方で、「衣食住 ト職業財産等 ノ事」 について観

察す るなら、「蹄化人ノ庭世移住人二優 ル敷等ナル」 ことも明 らかであった。

服部 らは、「内國人」について、「内地ニテ破産失敗 ノ徒」 も多 く、「開拓殖産ノ道 ヲ管

ミ永遠 ノ希望 アルモ ノ」 もい る一方 で、「頗 ル輕薄 ニ シテ獺惰」 で 「眼前 ノ浮利」 に

「汲々」 とす る者 もす くな くない、 と評 している。 これに比べて、「蹄化 人」 につ いては、

次の ように良好 な生計の状態 が報告 されている。かれ らは、 「勢力 ヲ厭 ヒ定マ レル職業」

18〕また服部は
、小笠原諸島への渡航 ・居住の際、当時小笠原諸島に身を隠していた金 玉均とも、交

流 をもっている。いうまでもな くこの金は、李朝統治下の朝鮮で 「明治維新」を模倣したクーデタを試み

て失敗 し、明治政府の下に亡命した男である。彼は、明治政府の保護 ・監視下に置かれながら、北海道や

小笠原諸島などを転々とさせ られていた。服部ら 「南洋」開発論者は、朝鮮における 「開國主義」すなわ

ち 「自由貿易」主義の 「英雄」として、金に並 々ならぬ好意を寄せていた(服部 ・渡邊1888:149-151)。 服部

はその後、釜山の 『東亜貿易新聞』の主筆として朝鮮半島に渡るが(長 谷川1998:453)、 帰還後には、朝鮮

において金らと天佑峡一東学党が明治政府を模倣した 「開化主義」の政権を樹立する、 という筋書 きの政

治小説を発表 している(服部 【1894]1998:16-17)。19世 紀の 「自由貿易」路線の影響下で展開した 「南洋」開

発論は、「日本帝国」による朝鮮半島への 「帝国主義」的な動力 と、つ らなっていたのである。世紀転換期

の小笠原諸島をめぐる生活世界を起点に、南進論 ・ 「自由貿易」論 ・「帝国主義」 ・ 「アジア主義」など

「日本帝国」をめ ぐる思想的 ・実践的つ らなりを本格的に見通す作業は、今後の課題として残されている。
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には就いていないが、「年期 ヲ定メ臓虎船及鯨猟船 二雇ハ レ」、「海二入 テ緑摘輻[ニ ウ ミ

ガメ]ヲ 捕へ」、「野二出テテハ穀菜 ヲ耕 シ牛豚 ヲ牧シ家禽ヲ養 ヒ」、「鯨船ノ入港 スルニ際

シテハ」 これ らの産物 を 「他 ノ物品 ト交易」 してお り、「若干 ノ金 ヲ積ムモノ」 も出てき

ている。そ して服部 らは、「其生計ノ度移住人二及 フ所ニアラサルナ リ」 と結論づける。

ここで服部 らがい う 「蹄化人」の交易相手の 「鯨船」 とは、その大半が 「日本帝国」か

らみて 「外国」船であった。先述の小笠原諸島を例外的領域 とす る 「日本帝国」の法の下

で、「帰化人」 と呼ばれるようになった人びとは、寄港する 「外国」船の乗組員 と、国境

を越える無関税の交易 を引 き続 き展開 していた。小笠原諸島の移住民たちが1830年 代以来

展 開して きた社会的 ・経済的交通 は、「日本帝国」の出先機関に よって一定掌握 されなが

らも、「日本帝国」の国境を越えつつ継続 していたのである 〔喜け。

また、「年期 ヲ定メ」て 「蹄化人」が雇われたとい う 「臓虎船及鯨猟船[じ っさいには

ラッコ猟船お よびオ ットセイ猟船]」 も、「日本帝国」からみれば 「外国」船であった。米

大陸で原油が採掘 され始め鯨油の需要が低 落 し、「ジャパ ン ・グラウン ド」にお ける捕鯨

船の活動 も次第に減退 してい く中で、小笠原諸島で 「帰化 人」 と呼ばれた男たちは,1870

年代後半 になると,毛 皮の採取 を目的 として千 島列 島 ・カムチ ャッカ半島沿岸に向か うラ

ッコ猟船やオ ットセイ猟船に、銃手 として季節雇用され、生計を立てるようになっていっ

た。かれ らが こうした労働現場 を選 んだ理由は、捕鯨船における漁労や島における狩猟で

培 ってきた射撃や ボー ト操縦 の技法が評価 され、比較的良好な収入 と労働環境が保証 され

たか らであった。かれ らはたんに、「外 国」船 に長期雇用 されていただけではない。毎年、

「外国」船の乗組員 として猟場 におもむ く過程で、 しば しば(カ ムチャッカ半島を領有す

る)「 ロシア帝国」や(当 時千島列島を領有 していた)「 日本帝国」 自身の 「国境侵犯」に

も加担するとい う、複雑で越境的な軌跡を辿っていたのである ゆ。

加 えて服部 らは、「蹄化 人」が 「我移住人」 より先に入植 したため、「島中ノ主要ナル部

分 ヲ占有シタ」 ことを、両者の経済的格差の重要 な原因だ とみな している。1888年 の時点

では、父島 と母島の開墾地の 「三分ノー ノ沃土」が 「僅々 タル蹄化人が 占ムル所」 となっ

ていたという(服 部 ・渡邊1888:80-86)。

そ して服部は、以上の状況分析 を踏まえつつ、小笠原諸島の開発 における 「帰化 人」 と

「内国人」の関係について、次の よう な見通 しを述べ るのである。

いPこのような
、「日本帝国」占領下で 「帰化人」をめぐって展開 していた自律:的で越境的な交易活

動の展開については、石原(2006a)で 詳 しく論 じている。
lll"こうした 「帰化人」をめ ぐる自律的で越境的な漁労の展開についても

、石原(2006a)で 詳論 してい

る。参照されたい。
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鳴呼此島 ノ前途唯恐ルヘキハ此蹄化人ニアルナリ[「 内国」からの]移 住人ニシテ今 ヨリ之 ヲ戒
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ も ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ も ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ も ヘ

メ而 シテ勉 メス ンハ終二彼 レカ奴僕 タルヲ免 レサルヘ シ戒メサルヘケ ンヤ努 メサルヘケ ンヤ(服

部 ・渡邊1888:86)[傍 点原文ママ]

ただ し服部 らは、小笠原諸島の海上防衛=外 部か らの脅威については、それな りの注意

を払 うべ きだ とする一方で、この島々を拠点に国境 を越える自律的な実践 を展開 していた

「蹄化人」・については、「一島[=小 笠原諸島]ノ 施政」が例外 的な法の運用 に拠 りつつ も

「確然 トシテ整 ヒ」、かれ らも 「亦幾分 力教化二服浴スルノ徒」 である と述べ、「日本帝国」

の主権 的な法の維持 にとって内部的な脅威 だとはみな していない(服 部 ・渡邊1888:145-

146)a

ここで も服部 らは、「日本帝国」が小笠原諸島 に対 して 「公式帝国」 としての立場一

すなわち 「日本帝国」の主権的 ・排他的な一法域一 を維持で きれば、それで よかったの

である。

4・2田 ロにおける 「帰化人」へのまなざし

田口もまた、天佑丸で廻航中に父島か ら送 った南島商会発 ・東京府下士族宛の景況報告

や、帰還後 に小笠原諸島に関して書いた評論の中で、この島々を結節点 として展開 してい

る社 会的 ・経 済的交通が、「日本帝国」 の法 との関係において、 きわめて特異な領域 にあ

ることを衝いている。

田口は次の ように指摘す る。小笠原諸島は、「日本帝 国」に よって法文上 は 「内地の一

島」 として位 置付け られてきたため、関税法=国 際法上は横浜税関管轄下の 「不 開港場」

の ひとつ とみ なされている。 したが って、 この島々で 「外國通航船」 は公式には商品の売

買 を許されていないため、「アメ リカ合衆国」籍 の捕鯨船 などが毎年寄港す るものの、税

関規則上は 「これ らは避難の爲 に寄港 したる もの と見倣 さざる」 を得 ない状況である。 し
へ

か し、「[法文上の意味における]内 地の他港」 と異な り、こうした状況に便乗 して 「小笠

原 島の蹄化人若 くは内地 人にして直に外 國船に乗込み海外 に出獲する者」がす くな くない

ため、「密商あ りて も恐ろ しき所にあらず」 と述べ られている。

ここで田口 も、父島寄留中に得た見聞に基づいて、小笠原諸島の 「蹄化 人」が、 ラッコ

猟やオ ッ トセイ猟 の 「外 国」船 に雇 われて 「海外に出號」 した り、寄港する 「外 国」籍の

船舶 と交易を展開 してお り、これ らを 「日本帝 国」 の出先機関たる島庁が例外的に追認 し

てい る実態 を、暗示 している。ただ田口は、「蹄化 人の家に も参 り色 々話 を致 し候」 と書

いているものの、こうした 「蹄化人」をめ ぐる越境 的な諸実践 について、直接には言及 し
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ていない(田 口 【1890]1990b:521)。 だが、 この時点(1890年)で の田口が、服部 らの 『日

本之南洋』(1888年)を は じめ、小笠原諸島の生活世界に関 して書かれた諸著作 を、全 く

読んでいないとは考え難い。

その田口は、衆議院議員 に当選 した後の1897年 の議会演説で、千島列島方面での ラッコ

猟 ・オッ トセイ猟 の労働過程 と 「日本帝国」の遠洋漁業政策 との関係 について、明快 に持

論 を展 開 している。 ここで田口は、遠洋漁業 を主導 で きるの は、「アメリカ合衆国」や

「イギ リス帝国」領 カナダで100ト ンほどのスクーナーを調達 し 「南洋へ向つて、小笠原島

邊 を通つて、横浜を通つて」、「日本の金華山沖か ら千島邊 に掛 けて、脇肋獣、腫虎 を独す

る」 「西洋 人」 なの だ、 と強調す る。かれ らは、「一丁字 も識 らない ような人間」 だが 、

「勇敢 なる冒険なる」民 間の移動民 だ、 と評価 されている。そ して田口は、「日本帝国」に

おける遠洋漁業の発展のために政府の補助金 など不要だ と述べて、遠洋漁業奨励法案の廃

案 を強硬 に主張 している(田 口 【1897]1990:512-513)。 小笠原諸島を 「南洋」 開発の拠

点 ・モデルにすべ きだ と論 じた田口は、「西洋人」の船乗 りが主導 し、小笠原諸島の 「帰

化人」 らが銃手 として担っていた、「北海」方面の遠洋漁業に関 して も、造詣が深かった

のである。

したがって田口の議論は、すでに出先機 関の法的判断に よって黙認 されていた、「帰化

人」 と 「外国」船乗組員 との無 関税の交易活動 や、「帰化人」 をめ ぐる越境 的な漁労を、
へ

国際法=関 税法の法文上において も追認するための、提案 として読まれるべ きである。

田口は、自らが一方的 に抱いていた 「自由貿易」の イメー ジを、小笠原諸島をめ ぐる状

況 に対 して、機械的に適用 しようと したのではない。 む しろ、「ジャパ ン ・グラウン ド」

の寄港地である小笠原諸島 を結節点 として展開 して きた社会的 ・経済的交通のあ り方が、

田口にこの島々を 「自由貿易」の恰好の実験場 として見出 させた点を、見逃 してはならな

い。小笠原諸島において、「帰化人」 をめ ぐる生活世界は、「日本帝国」の 「南洋」開発論

によって、理想的な利用 ・取 り込みの対象 として、〈発見 〉されたのである。

5「 南洋」開発と生活世界の軋蝶

一 「帰化人」労働力の利用計画をめぐって

では、以上 のような 「南洋」 開発論 をめ ぐる言説や実践の影響の下で、「日本帝国」や

その出先機関たる出張所 や島庁は、小笠原諸島の 「帰化人」 をめ ぐって展開 していた社会

的 ・経済的交通 を、 どの ように取 り込 もうとしていったのだろうか。 また、「帰化人」 を

め ぐる自律 的な生活世界は、「日本帝 国」の 「南洋」 開発政策 にどの ように対応 していっ
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たのだろ うか。

5-1焦 点としての漁業

小笠原諸島への(「 外 国」籍の)捕 鯨船の寄港 は 「日本帝国」 による本格的な占領の開

始後 も、漸減 しつつ続いていた。 また既述の ように、「帰化人」 と呼ばれるようになった

人び と(の 祖先)の 多数 は、(元)捕 鯨船員であった。 に もかかわらず、 この島々を拠点

として営 まれる捕鯨業 は、1860年 代に万次郎が、徳川幕府のバ ックアップを受けつつ、移

住民 たちを船 員 として雇い入れて 「米国式」の捕鯨 を行って以来、実質的に断絶 してい

た。

だが1890年 前後 に、東京府 と小笠原島庁のバ ックアップを受けた伊豆の紀野吉郎兵衛 と

いう者が、「米人塑 二」[下 線原文ママ]を 「射手」 とし 「漁夫十二人」を雇って

「端艇二艘」で捕鯨業 を組織 しようとした。 しか しこの試みは、数頭 を捕獲 したのみで挫

折 して しまった ようである。続いて紀野の 「同志者」であった鈴木幸吉郎 と、父島に居住

していた紀野佐平次 という者が、 「蹄化 人中鯨猟 に老練 なる者を雇入れ父島沿海に出漁 し

一頭 を捕獲 し」搾油 にも成功 したが、頼みの 「蹄化人」が北海道水産会社 にラッコ猟 の

「銃手」 として雇われて しまい、結局事業の継続は果たせ なかったという(多 川1897:14)。

この際、「蹄化人中鯨猟に老練なる者」でさえ、捕鯨船員 よりラッコ猟船員 になることを

選んだ理由のひ とつが、先述の好条件の報酬や労働環境にあったのは間違いない。

こうして、19世 紀末に 「帰化人」労働力 を利用 しつつ小笠原諸島を拠点 とする捕鯨業を

展開 しようとした、「内国」出身者 らの試みは、実 を結ばなかった。

小笠原諸島を拠点 とする遠洋漁業開発に、「帰化 人」の労働過程 を組織 的に取 り込んで

い く計画 は、田口や服部 らによる南進論が隆盛 した19世 紀末か らやや遅れ、20世 紀初頭 に

なって本格化する。

1905年 の帝国議会 は、小笠原諸島水産経営計画を、1906年 か ら1912年 までの7ヶ 年の継

続事業 として可決 した。その 「大要」の柱 として、次の ような遠洋漁業構想が立て られて
ヘ ヘ ヘ へ

いる。それは、帆船 を製造 した上で、組織的に 「之[=「 蹄化人」労働力]を 利用」 して

「南洋」 に出漁 し、鰭漁や ウミガメ漁 に従事 させ、「男子は漁獲 に女子 は各島に上陸 し之が

製造 に從事せ しめ」、 さらにその水産加工品を 「内地」へ輸 出する、 とい う計画であった

(菟田1909:14)(藤 森1910d=13)。

この計画は、1908年 の小笠原島遠洋漁業株式会社の設立 とともに実行に移 された。同会
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社 は、「小笠原丸」 と名づ けられた帆船で、小笠原島庁か らの 「嘱託」事業 として、 父島

を拠点 に組織的な遠洋漁業を開始す る。

ここで第一 に注 目され るのは、島庁か ら会社への 「命令書」に書かれた、「嘱託」事業

の内容である。「緑摺亀」 な ど従来か ら小 笠原諸島近海で捕獲 されて きた水産物のほか、

「鮭鱒及鱈」や 「獺虎及膿肋獣」の 「捕獲試験」など、「帰化 人」 と呼ばれた人びとが漁労

のために毎年移動 していた 「北海」方面 の水産物 も、列挙 されている点 であ る(外 務省

1909)。 第二に、この 「小 笠原 丸」 は 「蹄化 人を乗組 しむる豫定 にて」 わざわ ざ 「新造」

された、という点である(藤 森1910d:14)。 第三に 目を引 くのは、小笠原諸島の水産事業

について報告する藤森三郎が、小笠原諸島は 「南海第一の良港二見港を有 し南洋開拓 の根

擦地 として絶好の位置にあ」 ると述べて、 この島々を拠点 とす る水産事業開発 を、 「日本

帝国」 における 「南洋」開発論の文脈に位置づけていることである(藤 森1910b=24)。

また、当時小笠原島庁の水産技師であった菟田芝芽男は、「大 日本水産会」 における報
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

告で、「遠洋漁業上 よ り見たる小笠原島は天の時地の利人の和 を得 たるものと申して も敢

て言ではあ りません」 と強調 している。菟田はその理由の一点 目として、父島の二見港が

「南洋 中唯一天與の遠洋漁港」であ ることをあげる。 そ して二点 目の理 由を、「蹄化 人」

(の祖先)の 多 くが、かつては捕鯨船員であって、現在 は 「海獣猟の遠洋漁船 の銃手或 は
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ

水夫 として濁特の技能 を持つ て」お り、「本島[二 小笠原諸島]の 遠洋漁業には過去の歴

史を持つて居 る」 ことに求めるのである(菟 田1909:14)。 ここで菟田は、「日本帝国」の

遠洋漁業開発にとって、小笠原諸島の地理的 ・環境的条件や 「帰化人」 をめ ぐる労働過程

が、ほとんどそのまま 「利用」可能 だとみな している。彼 は、「自由貿易」論者 ・田口ら

と同様、小笠原諸 島が 「南洋」 開発 の拠 点 と して理想的 な先行条件 を備 えている こと

を、〈発見〉したのである。

しか し、 この水産事業計画 は、「南洋」開発論 を主導 した田口が、「一丁字 も識 らない」

「勇敢 なる冒険 なる」民 間の移動民の 「自由」 に任せ よう とした、遠洋漁業の構想 とは、

資金調達の点で も事業計画の点でも似て非 なるものになっていた。

まず、この水産事業は、「日本帝国」の国庫か ら99123円 とい う莫大 な支 出を受けていた。

小笠原島遠洋漁業株式会社 も、出先機関である島庁 の 「嘱託」事業 として、 しかも島庁が

所有する帆船 「小笠原丸」 と物品を無料で借 り受けるという財政的庇護の下で、漁業活動

を展 開したのである(外 務省1909)(菟 田1909:14)。

また、上述の藤森 によれば、当時の 「蹄化人」の中でも、 ラッコ ・オ ットセイ猟の 「銃

手若 くは水先」 としての技術 を持たない者は、「産業無 く生活に困難」をきた していた と
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いう。初春か ら初秋 にかけてスクーナーの船上の人 とな る 「蹄化人」の中に も、「漁期終

り」島に帰る と、生計困難 な者がいたらしい。 この水産事業計画では、 こうした状況にあ

った 「蹄化 人」の経済的救済が企図されていたというのである(藤 森1910d:13)。

この ように、小笠原諸島を拠点 とす る遠洋漁業経営 は、「日本帝国」の主権的 なバ ック

ア ップの下で、「帰化 人」の漁労の技法 を 「利用」 しつつ、かれらの経済的救済 をも図ろ

うとす る性質の ものであった。 こうして、小笠原諸島を拠点 とする 「南洋」 開発構想 は、

「帰化人」 をめ ぐる 自律的な社会的 ・経済的交通 を、「日本帝国」 による主権的な介入によ

って統御 してい く方向へ と、帰着 していったのである。

5-2生 起する 「帰化人の感情」

しか し、 この 「蹄化人」労働力の動員案は、直前になって 「都合 に依 り饗更」 された ら

しい(藤 森1910d:14)。 その顛末の一部が、たまた ま外務省の公文書類の中に収め られ、

わた したちが読むことので きる形で残 されている。父島在住の奥山千代一 という男が、小

笠原島遠洋漁業株 式会社 と 「蹄化 人」 の間に軋櫟 が生 じているこ とに危機感 を抱いて、

1909年2月18日 付 けで外務省秘書官宛てに次のような至急便を送ったからである。

奥 山によれば、小笠原島遠洋漁業株式会社 は当初、「小笠原丸」の最初の航海 に 「蹄化

人等 を乗組 しめて北海 々獣及び捕鯨業に從 は しめんと」 して、かれらに配当金 を保証する

「株券」 まで配付 していた。 しか し、かれ らは 「小笠原丸」への雇用の約束 を反故 にされ

て しまった。会社側 は、「船積小 に して」 これ らの計画を実行 に移す ことが困難だ とわか

った、 と説明 した ようである。

これを知った 「蹄化人等は約 に違 くと責出ると共 に非常 に激昴 して乗船 を謝絶 したるの

み ならず殆んど無代領 を以て株券を費 り梯ひ同船に封 して悪感情 を抱 き居 るのみ ならず必

らず報ゆる」 と言い出す ような状況になった という。 こうした中で、「小笠原丸」 は 「南

洋」 を移動 しつつ経済活動 に従事 し、「鳥毛 を浦船 して」 父島 に帰還 して きた。 これに対
マ マ

して、「蹄化米人ロバ ッ ト氏」一 「帰化人」の中で有力者であった ロバ ー ト・セーボ レ

ーRobertSavoryだ と思 われ る は、ち ょうど父島に滞在 し布教活動 に従事 していた、

「イギ リス帝国」 国教会系の海外福音宣教協 会(SPG)の 宣教師 ライオネル ・チ ャムリー

に、同船がハ ワイ諸島に近い禁猟島の リシア ンスキー島で 「密猟濫獲」を行った、 と訴え

出たそうであ る。 これを聞いたチャムリーは、「大いに其の不法 を憤 り」、小笠原島司の監

督下にある会社の船が島庁の水産担当の 「技師」を乗せ 「堂々日本の國旗 を翻 して斯かる

不法 を爲す を顧み ざる」 ことを黙視で きない として、「米政府 に告げて何等かの虞置に出
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で しむべ しとて内密 に種 々の調査」 を始めた という。

奥山は 「不圖 した機會」に、 こうした経緯 を、同 じく 「帰化人」 中の有力者であったジ

ョセブ ・ゴ ンザ レスJosephGonzalesか ら聞いた、 と書いている。そ して奥山は、「イギ リ

ス帝国」籍 であるチ ャム リーが わざわ ざ 「アメ リカ合衆 国」政府 にこの件 を訴え るのは

「甚だ疑問」であるとしなが らも、「蹄化人の感情」 を考慮するとともに、「日米移民問題」

など 「國際的の問題」へ と万一波及 した場合 を 「憂慮」 したため、「内地」へ戻 った後の

チ ャムリーの 「動静 に注意」することを促すべ くこの件 を上 申する、 と結んでいる(外 務

省1909)。

これを受 け取 った外務省通商局長が東京府知事 に調査 を依頼 したところ、会社側 は、

「一小無人島二寄港 シ滞在中徒然 ノ饒 リ捕鳥ヲ爲 シタルコ ト」 は認めたらしい。そこで外

務大 臣 ・小村壽太郎は府知事 に、「他 日容易 ナラサル問題 ヲ惹起ス」 る可能性があるので

「嚴重取締 ヲ爲す様」申 し入れ ところ、知事 も小村 に対 して、島司にその ように命 じてお

いた、と回答 している(外 務省1909)。

こうして、小笠原島庁の庇護下 にある会社 が、「小笠原丸」 に 「帰化 人」 を雇用 しなか

ったばか りか、そのまま小笠原諸島を拠点 とす る漁業経営 を展 開 し続 けたこ とは、「日本

帝国」の出先機関たる島庁 に対す る 「蹄化 人の感情」 を、顕在化 させる結果 を生んだので

ある。

奥山が述べ る 「蹄化人の感情」にどの ような社会的水脈が流れているのかは、関連資料

に乏 しく、これ までの ところ奥 山自身の記述以上に手がか りはない。だがここか らは、す

くな くとも次のことが読み取 られる。顕在化 した 「蹄化 人の感情」 に孕 まれているのは、

「ジャパ ン ・グラウン ド」 の移動民の生活世界において培 って きた労働の技法を、「日本帝

国」の出先機関が所有する帆船 にあずけようとした ところ、出先機関の官吏 らによって労

働の場その ものが侵害 され乗っ取 られて しまったことへの、怒 りなのである。

これまで検討 して きたように、世紀転換期に隆盛 した 「自由貿易」論の影響下で構想 さ

れた、小笠原諸島を拠点 とする 「南洋」 開発は、 「帰化 人」 をめ ぐる生活世界を理想的な

先行条件 としてく発 見〉 しなが ら、「日本帝国」の主権 的な介入によってかれ らの生活世

界 を統御 しようとする傾 向を強めていき、結局その生活世界を乗っ取 る方向に展 開 して し

まった。そ して、「帰化人」と呼 ばれた人びとの多 くはその後 も、「ジャパ ン ・グラウンド」

の移動民の交通の中で培 われて きた労働の技法を活か しつつ、「日本帝国」の主権的なバ

ックアップを受 けた開発の展開か らは相対的に独立 した、 自律的な生活世界を展開 してい

ったのである。

京都社会学年報 第13号(2005)



28 石原:自 由な帝国の臨界

6お わりに

一 「自由」な帝国の臨界一

矢野 暢は、「アジア主義」な どの影響 力が強 く朝鮮や中国など大陸方向への まなざしが

強かった、世紀転換期までの 「日本帝国」にあっては、「明治期 『南進論』」は 「傍系思想」

にす ぎなかったと指摘す る。む しろ当時の南進論は、アジア太平洋戦争期の1930年 代後半

になってか ら、政官軍民 を席巻 した新たな 「南進論」の隆盛によって、事後的に先駆的思

想 として祭 り上げ られ、「冒険的=ロ マ ン的な 『南進論』者の活動 だけが明治 を代表する

かの よう」 に 「歪曲」 されて しまった、 と論 じられる。そ して、「明治時代の 『南進論』
ヘ へ

は一部の例外 を除いて基本的には善意の思想であ」 り、「基本的には軍事 力よ りは政治の

力、強引な侵略には平和 的な経済進出を考 えたのであって、その意味では、 どことな く平

和主義的 なニュア ンス をまとっていた」[傍 点原文ママ]と 結論づけ られる(矢 野1979:

59-60178!187-188)o

わたしは、本稿で検討 してきた田口や服部 らの 「南洋」 開発論が、海軍力の拡大や小笠

原 ・硫黄諸島以南への領土的拡張 を声高に唱 えなかったという点に関 しては、 この矢野の
ヘ へ

結論 に同意する。 しか し、「明治期」の 「日本帝国」にお ける南進論が 「善意の思想」で

あ り 「平和主義的」であった とする矢野の結論 は、やは り不十分だと考えるqP。

た しか に、田口 らに とっても、小笠原島庁の官吏 として 「南洋」 を拠点 とする漁業開発

を現場で主導 した菟 田らにとって も、小笠原諸島の とくに 「帰化人」 をめ ぐる一 生

活世界は、「自由貿易」路線 に基づいて交易や殖民 を進めてい く拠点 ・モデルとして、理

想的なまでの先行条件 を備 えていた。かれ らは、こう した先行条件 を追認 しつつ 「自由」

な経済活動に対する障壁 を取 り除いていけば、「日本帝国」 は 「南洋」へ と自然に発展す

ると考えていた。

しか し他方で、小笠原諸島を 「南洋」の拠点 ・モデルとみなす 「自由貿易」論は、「日

本帝国」のこの島々に対す る 「公式帝 国」 としての立場が定着 していることを一 換言す

れば、「帰化人」が主権 的 ・排他的 な法 によって占領の対象 とされて きたことを 、そ

の不可避の前提 と していたのであ る。そ して、本稿 で検討 して きた ように、「日本帝国」

による 「南洋」開発の言説 と実践が、小笠原諸島を拠点 とす る自律的な社会的 ・経済的交

通 と接触 を深めてい く過程で、「帰化人」 をめ ぐる生活世界は、次第に主権的な力 による

U"た だ し
、矢野自身の論述 も細部においては、上述の結論からプレをみせている。たとえば、「明治

期 『南進論』の7つ の特徴」のひとつとして、「領土拡張欲と結びついた」「探検」への熱烈な関心 をあげ、

「"探検IIとは平時における戦争以外のなにものでもなかった」と述べている点などである(矢野1979:62)。
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取 り込みの対象 として把握 されるようにな り、ひいては乗 っ取 りの対象にす らなっていっ

たのである。

山室(2003)を 援用 しつつすで に述べた ように、帝国とは、原理的に言えば、外延を無

限に拡大 しようとする運動その ものである。だが、主権的な国民国家 を基盤 として しか成

立 し得 ない 「近代の帝国」は、「中心」か ら放射状 に外延 を拡大 しようとする傾向性 と同

時に、新たにその影響下に巻 き込 まれた人び とを、「周縁」における排他的な法の下に定

着 させ、明確 なボー ダー=国 境 を確定 しようとす る傾向性 ももっている。国民帝国 とは、

この二重の傾向性が結合 した運動体である。

この国民帝 国の二重性は、「日本帝国」 における遠洋漁業の発展が、主権的な介入に よ

ってではな く、「一丁字 も識 らない」が 「勇敢なる冒険なる」民間の移動民の実践 によっ

てのみ可能だと喝破 した、田口卯吉のアポ リアで もある。 ここには、 田口において最 も純

化 された形で示 された、「日本帝 国」におけるく 自由貿易 の帝国主義 〉の臨界領域が、現

れているq2}。 田口にとって小笠原諸島は、「自由開港場」 にすれば 「我邦の香港」 にもな

り得る と期待 された島々であった。だが小笠原諸 島は、「日本帝国」が、例外的な法に よ

って 「帰化 人」をめ ぐる自律的で越境的な社会的 ・経済的交通 を追認 しなが ら、主権的 ・

排他的な法域 としてつなぎとめて きた島々で もあった。〈自由貿易の帝国主義〉は、国民

帝国にとっての帝国主義であるか ぎり、開発 とい う場面において、一定の局面では主権的

な力を縮減で きて も、結局のところ主権的な力に依拠せ ざるを得ないのである。

だが同時に、「日本帝国」がその主権的な力に よって、小笠原諸島の 「帰化人」 をめ ぐ

る生活世界 を取 り込 もうとする とき、「ジャパ ン ・グラウ ン ド」の移動民 の交通の中で培

ll了1森久男は
、田[が 「自由主義」経済学の 「日本帝国」への導入者であると同時に、「日本最初の

体系的植民政策の樹立者でもあ」 り、「日本における 『自由貿易の帝国主義』の主唱者であった」ことを、

日清戦争後問題となった台湾統治政策に関する彼の言論活動を検討しながら、説得的に論証 している。田

口は、日清戦争時に.一・貫して主戦論を貫き、「帝国主義」煮と自称してさえいた。また周知のように、日清

戦争後の 「日本帝国」は、下関条約によって国際法の法文.ヒでは台湾島の領有権を承認されたわけだが、

そうした取引の傍らで、この島には、「日本帝国」の主権的 ・排他的な法を導入 ・定着させるために軍が大

規模に展開され、人びとは反乱一鎮圧のただなかに置かれていたのである。だが他方で、当時の田口は、

「日本帝国」が、「新占領地」=台 湾島に、「イギリス帝国」流の 「自由主義」路線に倣った 「自由貿易」港

を設置して、当の 「イギリス帝国」領の 「自由貿易」港である香港島と競争させ、この島を北西太平洋に

おける交易の中心地として開発すべきだ、 と主張 していた。田口は、台湾島の占領に際して、(D帝 国議会

予算からの多額の財政支出による農業育成=殖 産興業路線、(2)主 要産業の専売制、(3)糖 業 など民間経営

への保護政策など、台湾総督府が打ち出 した政策にことごとく反対の論陣を張 り、総督府にとっては目の

上のたんこぶのような存在であったという(森1977:25-51)。 田口の言論活動は、日清戦争の前後で 「変節」

したとみなされる向きが強いが、以上から理解 されるように、台湾島に対する田口の議論は、小笠原諸島

を拠点として構想された 「南洋」開発論と、明確な連続性をもっているのである。したがって田口は、「日

本帝国」が 「海洋帝国」 として拡大 していく局面で、…貫 してく自由貿易の帝国主義〉の主導者であり続

けたと考えられる。
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われて きたかれ らの生活世界は、「日本帝国」の開発のベ ク トルか ら逸脱 ・離脱する力 を

も胚胎 していたq3〕。「ジャパ ン ・グラウンド」は、「日本帝国」の 「南洋」 として把握 され

なが ら、「日本帝国」か らく脱臼〉 し続 けていったのである。

19世 紀後半か ら20世 紀初頭 に、小笠原諸島一 「南洋」 をめ ぐって展開 した言説群 と諸実

践 は、「自由」な帝国の論理 とその臨界が最 も先鋭的な形で表れた、ア リーナなのである。

付記

本稿 は、筆者が京都大学文学研究科 に提 出 した博士学位請求論文 『移動民 ・移住民 の

島 々における占領経験 と労働 ・生活世界の変容一 小笠原諸島をめ ぐる 「近代」経験の歴

史社会学的研究』(石 原2005)の 第4・5・6・7章 のそれぞれ一部を統合 し、大幅な加

筆 ・修正を加 えたものです。博士論文を審査 していただいた、松 田素二、落合恵美子、杉

本淑彦の3先 生に、深 く感謝 します。

引用部分の旧字体については、なるべ く原文を尊重す るよう努めた。引用箇所 において

筆者が補足 を加 えた部分には、[]を 付 している。引用文中の 日本語訳 については、訳

書 ・訳文が存在す るものについても原著 を参照の上訳文 を変更 させていただいた場合があ

る。関連文献のすべての訳者 に感謝する。文中の年月 日については、煩雑 さを回避するた

め、経験 的時間を均質化する危険を承知で、すべて陽暦で統一 した。 また、こんにち 「小

笠原」や 「沖縄」 などと呼ばれる島々は、これ まで多様 な呼び方が なされて きてお り、そ

のいずれの名に も政治的 ・社会的な力が孕 まれてい るが、本稿では原則 として、現在 「日

本国」内で使用 されている名称で統一 した。

なお本稿は、2003～2005年 度科学研究費補助金による研究成果の一部である。
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The Critical Point of "the Imperialism of Free 

Trade": An Analysis about the Discourses and 

Practices on "Nan-yo" of "the Empire of Japan", 

               1853-1910

Shun ISHIHARA

     In the 19th Century the Ogasawara/Bonin Islands were the center of the 

automatic life world in the Northwestern Pacific Ocean called "Japan Ground" by the 

seamen and whalers. From 1830 to 1875 the settlers of the Ogasawara Islands came 

from all parts of the world. They contacted and traded with whalers who stopped at 

these islands. In 1875 "the Empire of Japan" began to occupy these islands and these 

settlers were naturalized to "Japanese", but these people named "kikajin"(meaning 

naturalized people) re-arranged and kept their automatic life world. They kept trading 

with "foreign" seamen who stopped at these Islands. After 1870's they were employed 

as hunters by the "foreign" schooners to the Sea of Okhotsk for fur-seal hunting every 

year, often "violating" the border of "Russia" or "Japan". 

     Under such condition the Ogasawara Islands and the life world of the settlers 

attracted the attention of the politicians, economists, journalists and explorers in "the 

Empire of Japan" in 1880's and 1890's. The oceans and islands in "Japan Ground" 

were named "Nan-yo"(meaning the southern ocean of "the Empire of Japan"). They 
"found" the Ogasawara Islands the center or the strongpoint of the oceans and islands 

in "Nan-yo" and the very model of the development of "Nan-yo". About that time the 

key word of the discourses and practices on "Nan-yo" was "Jiyu-koueki"(meaning free 

trade). 

     Before the occupation of "the Empire of Japan" the Ogasawara Islands and 

"Japan Ground" had been focused by "the British Empire"(e .g. Rutherford Alcock), the 

United States of America(e.g. Matthew Perry) and the Tokugawa Regime(e.g. "John 

Mung") as the proving ground of the development based on the principle of "free 

trade". After the occupation the Ogasawara Islands came to be regarded as the 

strongpoint and the model of "Nan-yo" by the discourses and practices which supported 
"Jiyu -koueki"(e.g. Ukichi Taguchi, Tohru Hattori and Han-emon Tamaki). Such
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discourses and practices supported utilizing the life world around "kikajin(s)" in the 

Ogasawara Islands, especially their automatic and border-transgressing practices. 

They promoted the development of the Ogasawara Islands and "Nan-yo" through the 
"free" trading and colonizing without strong sovereign or military power . 

    However in 1900's the development of the Ogasawara Islands became the big 

undertaking accompanied with the strong sovereign power and the large budget of "the 

Empire of Japan". The "Ogasawara-sima En-yo Gyogyo Kaisha"(meaning "the 

Ogasawara Islands Pelagic Fishery Company") which was founded and backed up by 

the local agency of "the Empire of Japan" took the initiative in this undertaking. 

Moreover the company began to appropriate the life world around "kikajin(s)". In 1910 

the naturalized people in the Ogasawara Islands repelled the local agency to defend 

their automatic life world. 
     "Nan -yo" was "found" the ideal proving ground of the development based on the 

principle of "free trade", and/but "Nan-yo" was the critical point of such development. 

This critical point was the inevitable and immanent result of "the imperialism of free 

trade"(by J. Gallagher & R. Robinson).
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